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経済産業省関連経済産業省関連



地域ヘルスケア構築推進事業 
平成２５年度概算要求額１０．０億円（７．０億円） 

商務情報政策局 ヘルスケア産業課 
０３－３５０１－１７９０ 

○高齢化社会において、地域経済の振興と地域住民の健康増

進を両立させるためには、公的保険内でのサービス提供を行

う医療・介護事業者と、多様かつ柔軟なサービスを提供する

民間事業者との連携が不可欠です。 
○一方、広範な医療・介護関係のニーズに応えるためには、既

存の業態や事業範囲の垣根を越えた、複数の事業者間の連

携や業態の転換が必要です。 
○また、民間事業者のみでは、医療・介護現場のニーズ把握、

効果検証を行うフィールドの確保、事業性の判断、サービス

の医療・介護関連法規との整合性の確保等が困難です。 
○このため、 
 ①多様な医療・介護関連ニーズに応える民間サービスについ
て、業態転換や事業連携による立上げを支援するとともに、 

 ② 意欲ある医療・介護事業者や民間事業者のマッチング・コ
ンサルティング等を通じ、ヘルスケア産業創出サポートを行

う事業体を各地域に創出します。 
③併せて、これらのサービスが安定的・継続的に提供されるた

めの基盤を整備します。 
 

国 

補助（２／３） 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

 
  

 
  

事業の内容 事業の概要・目的 

主な実施内容 

１．多様なニーズに対応したヘルスケアサービスの創出 
 ・業態転換、異業種連携等による新たなヘルスケアサービスの創出を支援 
 

２．医療・介護機関と民間サービス事業者とをマッチングする中間支援事業体を
創出し、以下の機能を提供する。 

   ・サービスの検証や立ち上げ支援等のコンサルティング機能 
 ・地域における意欲のあるメーカー、サービス事業者、医師、コメディカ

ルが集まる場の提供 
 ・地域のコーディネータ機能  等 
 

民間団体 
民間事業者等 

委託、補助（定額（１０／１０）） 

民間事業者等 

病院 クリニック 介護施設 

フィット 
ネス 

メディカル 
給食 

配送 
移動 

機器 
メーカー 

決済 
事業 

業態転換・異業種連携を通じ新サービスを創出 

 ①新たなヘルスケアサービスの創出支援 
 

 ○医療・介護機関や保険者と連携した民間
サービスを、業態転換や異業種の連携等に
よって立ち上げる事業者を支援 

   ・運動支援、リハビリサービス 
   ・配食サービス 
   ・在宅見守りサービス 
   ・健康アドバイスサービス 等 

事業イメージ 

連携 
（ニーズの共有、効果検証等） 

保険者 

②ヘルスケアサービ
ス創出サポート事業 

 
○地域においてヘルス
ケアサービスの事業
立上げを支援するビジ
ネス主体を創出 

 
 ・ノウハウ標準化、共有 
 ・マッチング事業  
 ・効果検証サポート 
 ・法令関係相談事 
 ・研修事業 
 ・ハンズオン支援 
 ・成果共有、交流事業 
  
※自治体等と連携 

マッチング支援 

マッチング支援、
コンサルティング
支援等 



 
 
 

 
 

リ
ス
ク
判
定 

  
事業の内容 事業イメージ 

課題解決型医療機器等開発事業 
平成２５年度概算要求額 ４５．０億円（２５．０億円） 

【うち特別重点要求３５．０億円】 

商務情報政策局  
医療・福祉機器産業室 

03-3501-1562 

国 民間事業者等 
委託 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

事業の概要・目的 

○我が国の医療機器産業は、輸入超過で推移しており、日本が誇る中
小企業の「ものづくり技術」が活かしきれていない状況です。この主
要因としては、①現在の薬事法では必ずしも医療機器の特性を踏ま
えた規制体系になっていないため、開発途中に時間を要することが
多い、②参入リスクが高い （例：生命や健康に直接関わる分野であ
るため、製造物責任が重いと思われている等） 、③医療現場が有す

る課題・ニーズがものづくり現場に行き届いていない、といった点が
挙げられます。 

○このため、本事業では、厚労省及び文科省と連携し、 
 ①医療現場からのニーズが高く、課題解決に資する研究課題を選定し、 
 ②優れたものづくり技術（切削、精密加工、コーティング等）を有する中
小企業等と、それらの課題を有する医療機関や研究機関等とが連携し
た「医工連携」による医療機器の開発・改良、について 

 ③国内外の臨床評価、実用化までの一貫した取組、を行います。 

○これにより、中小企業のものづくり技術を活かした医療機器の実用化
を加速することにより、我が国における医療の質の向上と、ものづく
り産業の新たな事業分野の開拓を実現します。 

 

医療現場におけるニー
ズ・課題の洗い出し 

選定（事業性の判断） 

医療機器の開発・改良 

臨床評価、治験 

学会・ 
医療機関等 

産業界・ 
中小企業等 

医療現場にお
ける医療機器
に対する開
発・改良ニー
ズの提供 

医療現場の
実ニーズに応
えることで、
医療機器の
製品化に係る
リスクを低減 

   【医療現場のニーズ・課題例】 
・身体的負担を最小限にする低侵襲機器 
・操作が簡便、小型のオンサイト型機器 
・日本人の体格や生活様式にあった 
  インプラント    等 

連携 

【解決の鍵となるものづくり技術例】 
 ・切削、精密加工技術  
 ・高精度金型技術 
 ・精密プレス加工技術 
 ・コーティング技術   等 

○医療機器の特性を踏まえた薬事法の改正 

○医療機器の開発・審査の円滑化に資するガイドラインの策定 

○ＰＬ保険の活用によるＰＬリスク分散 

○厚生労働省による本事業の薬事承認支援   等 

 

事業環境整備に向けた取組 

早期の事業化及び国際展開 

文部科学省 
厚生労働省 

経済産業省 

○また、厚生労働省の「革新的医療機器の安全性等評価法の開発支援
事業」により、本事業の開発成果の薬事審査を支援します。 





福祉用具実用化開発推進事業 
 平成25年度概算要求額 １．０億円（１．０億円） 

商務情報政策局 医療・福祉機器産業室 
03-3501-1５６２ 

【助成事業の実績】 

 事業開始の平成5～23年度までに、合計195件を採択 

 この間の平均倍率は約10倍 

183件が開発を終了、このうち98件が製品化  

（実用化率：53.6％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 民間企業等 ＮＥＤＯ 

 補助（2/3～1/2） 交付金 

○「福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律」に基づき、

高齢者や障害者の自立促進、介護者の負担軽減を図るため、福

祉用具の研究開発を実施します。 

○具体的には、新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤ

Ｏ）において、福祉用具の実用化研究を行う民間企業等の公募

を行い、優れた創意工夫ある研究開発に対して補助（２／３以

内）を行います。 

○この事業により、高齢者や障害者、介護者の福祉の増進に寄与

するとともに、我が国福祉用具産業の競争力強化を図ります。 

福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律の抜粋： 
○第４条第1項：国は､この法律の目的を達成するために必要な福祉用具の研究開

発及び普及の促進を図るための財政上及び金融上の措置その他の措置を講ず
るように努めなければならない。 

○第７条第１項第１号：産業技術の実用化に関する研究開発であって、福祉用具
に係る技術の向上に資するものを助成すること。（NEDOが行う業務として規
定） 

特記事項 

車椅子乗車用 

電動三輪車 
簡便に機能調整が 

できる短下肢装具 

介護労働支援 

筋力補助スーツ 

ワンタッチ操作 

車イス型移乗器 

手足が不自由でも首だけで 

操作可能な電動車いす 
荒れ地走行可能な 

電動車いす 

事業の内容 



 
 
○世界的に成長著しいバイオ医薬品分野は、我が国では
海外生産を中心とした輸入超過産業となっています。我が
国は次世代医薬品の宝庫として期待される世界最大の天
然化合物ライブラリや、高度な製造技術を有していますが、
制度、技術の両面で個別化医療への対応が遅れている
ため、海外に比べて新薬開発に多大なコスト、時間を要し
ています。我が国での次世代医薬品創出のためには、個
別化医療に対応した制度を整備するとともに、本事業に
よって、ボトルネックとなっている技術的課題を解決します。 

 

○具体的には、次世代医薬品創出のため、産学官が一
体となり、以下の研究開発を実施します。 

①ＩＴ創薬技術（ＩＴ技術及び天然化合物技術を用い
た疾患原因タンパク質の分析、結合の最適化、スク
リーニング） 

②次世代抗体医薬等の安定生産技術（高度な製造設備
により次世代医薬品創出を実現） 

③体内動態把握技術等（治験前に薬剤の体内動態を把
握し、治験成功率を向上） 

 
 
 
 
 

個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤技術開発 
平成25年度概算要求額８１．０億円（新規） 

（うち特別重点要求７６．０億円） 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

 
製造産業局 生物化学産業課 

03-3501-8625 

 

国 民間団体等 
委託 

補助（2/3又は1/2） 

個別化医療に向けた次世代医薬品創出基盤の構築 

◆制度、技術の面側面での課題解決により、従来の医薬品に代わる
次世代医薬品の創出を推進するとともに、医薬品開発・製薬コスト
の低減、ひいては医療費の低減を図る。 

ＩＴ創薬技術 
 
 
 
 

疾患原因タンパク質を
分析し、シーズをスク
リーニング 

薬事規制に適合し
た次世代抗体医薬
等の製造技術 

次世代抗体医薬 核酸医薬 

体内動態把握技術等 

治験前に薬剤の体内動態を把握
し、治験成功率向上 

天然化合物

次世代抗体医薬

核酸医薬

個別化医療に対応した
次世代医薬品の創出へ

高度な製造設備により次世
代医薬品を創出可能に 

新薬創出の期待が
高い天然化合物（中
分子化合物）は構
造が複雑なため、
新薬候補の発見に
多大なコストが必要。 

我が国は優れた
製造技術を有し
ているが、新設備
導入時の薬事審
査に多大なコスト、
時間が必要。 

個別化医療に対応した医
薬品の実用化に不可欠な
薬の体内動態を把握する
技術、新薬が効果を発揮
する体質の探索技術が未
確立。 

ボトル
ネック 

ボトル
ネック 

ボトル
ネック 

制度の改
善(薬事審

査の合理
化等) 

 
 
 
 

事業イメージ 

個別化医療の実現化を支える創薬基盤を構築 

病気のターゲットに作用 

する、分子 の探索 

新薬候補の 

最適化、工業化 

病気のメカニズム 

の解明 

治験 

（人での試験） 
前臨床試験 

文科省 厚労省 

 治験成功率の向上 

 開発費の削減 

 複雑な医薬品の生産 

 最適化技術の向上 

 探索プロセスの 

合理化・確度の向上 



 
 
○我が国医療の国際化は、医療機関が医療技術の進歩に

必要な資本や技術の蓄積に貢献するだけでなく、医療
機器等の国際競争力強化にも繋がるものであり、我が
国のヘルスケア産業の活性化に資するものです。 

 

○このため、わが国が高い技術を有する医療サービス・機
器・システムが一体となった海外展開を推進するとともに、医
療国際化の基盤である外国人患者の受入環境整備等を行
います。 

 

○具体的には、以下に取り組みます。 
 ①医療機器メーカーと医療機関との連携による海外展

開に向けた実証・事業可能性調査 
 ②医療国際化を目指す医療機関や機器メーカー、医療

コーディネート事業者等による、医療サービスの国
際化に関する自立的な事業の形成サポートを目的と
した基盤の組成推進 

 ③医療国際化に際して国・地域横断的に課題となる項
目の調査                   

                        等 
                             
                         

 
 

医療機器・サービス国際化推進事業 
平成25年度概算要求額 ２０．０億円（１０．０億円） 

【うち特別重点要求１５．０億円】 

商務情報政策局 ヘルスケア産業課 
０３－３５０１-１７９０ 

国 
委託 

民間事業者等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

0 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

現地医療機関 

現地医療機関 

日系医療拠点 日系医療拠点 

○医工連携による、
新興国向け医療機
器の開発 
 

インバウンド体制
確立に向けた支援
機能 

現地医療現場のニーズを収集 

医師免許や薬事承認制度等、
現地の医療関連制度の調査 

現地医療関係者や政府関係者
とのネットワーク構築 等 

現地医療機関 日系医療拠点 

海外からの医療情
報の円滑な取得に向
けた調査 

我が国医療の「ブラ
ンド化」戦略の実施 

 
            等 

アウトバウンド・インバウンドの取り組みが車の両輪となって
医療の国際化を推進 

http://tetsuoplus.com/illust/other.html
http://tetsuoplus.com/illust/other.html
http://tetsuoplus.com/illust/other.html


 

 

○新たに起業・創業しようとする個人や第二創業を
図る個人、中小・小規模企業を対象に事業計画を
募集し、審査委員会による評価に応じて、計画の
実施に要する費用の一部を助成します。 

○「日本再生戦略」の重点分野であるグリーン、ラ
イフ、農林漁業等を対象として、 

 ①グローバル市場への迅速な事業拡大を目指す 
「グローバル成長型起業・創業」 

 ②若者活力・女性力を活かして地域ニーズに応える
「地域需要創出型起業・創業」 

 ③先代から引き継がれた知恵や資産を活用し新事業
に挑戦する「第二創業」 

 の３つの起業・創業スタイルに応じた支援を行い
ます。 

 

 

“ちいさな企業”未来補助金 
平成25年度概算要求額  ５０億円（新規 ） 

【うち特別重点要求４０億円・重点要求１０億円】 

 

中小企業庁 創業・技術課 
03-3501-1816 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

国 
補助 

個人等 民間企業等 

10/10 

補助 

2/3､定額 

【対象者】 
 事業計画策定の段階から認定支援機関※等の支援を受け 
起業・創業や第二創業を図る個人、中小・小規模企業者 

 ※ 「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」に基づき認定される 
    「認定経営革新等支援機関」を指します。 

 

 

事業イメージ 

事業計画策定 

 審査委員会による 
事業計画の審査 

起業家による 
事業計画の実施 

グローバル成長を 
目指す起業・創業 

地域ニーズに応える 
若者・女性等による 

起業・創業 

後継者による 
第二創業 

（大企業からの 
 ｽﾋ゚ ﾝｱｳﾄ等） 

（子育て・介護ｻー ﾋ゙ ｽ、 
 雑貨小物販売等） 

（新事業展開、 
 業態転換等） 

認
定
支
援
機
関
・先
輩
経
営
者
等 

経
営
支
援 

応募 



 
 
 
 

地域商業再生事業 
平成25年度概算要求額 ４１．９億円（１５．０億円）  

【うち重点要求１１．９億円】 

 
 

事業の内容 事業イメージ 

条件（補助率、対象者、補助金額） 

◇補助率：補助対象経費の２／３を補助 
◇補助対象者：商店街等とまちづくり会社やＮＰＯ法人等

の民間企業等との連携体 
◇想定金額 
 調査・分析       １００万円～５００万円程度 
 コミュニティ活動拠点整備等 １００万円～数億円程度 

事業の概要・目的 調査・分析 

・地域住民が商店街に求める「子育て支援」、「高齢者の
社会生活支援」などのコミュニティ機能やその事業の実
現可能性などを特定する調査・分析を支援します。 

【まちづくりにおける土地利用計画】 【地域の人口密度調査】 

コミュニティ活動拠点整備等 

中小企業庁 商業課 
０３－３５０１－１９２９ 

国 
商店街等と民間企業
等との連携体 

補助 

経産局 

・調査・分析結果に基づいて、地域の共助活動の拠点とな
る施設整備を実施するなど、地域コミュニティ再生の取
組を支援します。 

・コミュニティ機能を継続的・自立的に提供できるように
するため、商店街の経営革新の取組もあわせて支援します。 

【子育て見守りサービス】 

 
・買い物の間の子ども預かりサービスや、 
 挨拶やしつけまで含めて地域ぐるみで 
 子どもの教育を行う拠点を整備 
 
 
・簡易な健康相談の施設を整備。健康状態 
 にあわせた食事レシピや運動メニューを 
 近隣店舗等と連携して提案 

【健康相談】 

○商店街等と民間事業者等（まちづくり会社・ＮＰＯ法人等）と
が一体となって、子育て支援施設や高齢者の医療補完施設
等の整備など、地域コミュニティの機能再生に向けた取組を
行う場合に支援します。 

  ※地域住民の規模・行動範囲や商業量、地域住民が商店
街等に求める機能などを調査分析した上で行うことが
条件です。 

○また、商店街が、地域のコミュニティ機能を継続的・自律的
に果たしていけるよう、外部環境の変化に適合した形で店舗
を集約化するなど、構造改革を進める取組等を新たに支援
対象とします。 



厚生労働省関連



迅速な 療 提供が必 なすべ ち早 療 提供を 能とする とを 指 ドクタ （ 師が

■ ドクターヘリ運航体制のさらなる拡充 （８１億円）

背景・課題

迅速な医療の提供が必要なすべての国民に、いち早い医療の提供を可能とすることを目指し、ドクターヘリ（医師が同
乗する救急専用ヘリコプター）を用いた医療提供体制を確立する。

ドクターヘリの全国展開 57.7億円

ドクターヘリの全国展開を推進するために、ドクターヘリの運航に必要な経費及び夜間運航を行う場合に必要な経費について
財政支援を行い、救命率の向上及び広域患者搬送体制の確保を図る。
更に、ドクターヘリの広域運用及び運用に係る事後検証、リアルタイムのドクターヘリの位置把握を可能とすることにより、
効率的、効果的な運用ができるようＧＰＳを搭載するための支援や無線のデジタル化への対応に対する支援等を行う。
・補助先：都道府県 ・実施主体：救命救急センター等 ・箇所数：４８か所

○ 導入状況 ３０道府県３５機にて事業を実施（平成２４年６月１日現在）

平成１３年度 ５県 岡山県、静岡県、千葉県、愛知県、福岡県
平成１４年度 ２県 神奈川県、和歌山県
平成１７年度 ２道県 北海道、長野県
平成１８年度 １県 長崎県
平成１９年度 ３府県 埼玉県、大阪府、福島県
平成２０年度 ３県 青森県、群馬県、沖縄県
平成２１年度 ４道県 千葉県（２機目）、静岡県（２機目）、北海道（２機目、３機目）、栃木県
平成２２年度 ５県 兵庫県 茨城県 岐阜県 山口県 高知県平成２２年度 ５県 兵庫県、茨城県、岐阜県、山口県、高知県
平成２３年度 ６県 島根県、長野県（２機目）、鹿児島県、熊本県、秋田県、三重県
平成２４年度 ８県予定 青森県（２機目）、岩手県、山形県、新潟県、山梨県、徳島県、

大分県、宮崎県

格納庫等の整備 9 4億円
ドクターヘリ事業従事者

ヘリポートの整備 13 4億円

ドクターヘリの整備に伴い、雪による
飛行の障害、雨による機体の劣化など
を避けるため必要な格納庫等の整備に
対する財政支援を行う

格納庫等の整備 9.4億円
研修事業の拡充

ドクターヘリの整備に伴い、ドク
ターヘリで出動して高度な救急医療
を提供できる医師・看護師等の育成
が急務となることから 研修事業の

ヘリポ トの整備 13.4億円

ドクターヘリの整備に伴い、災害時にお
いても患者搬送体制を確保するため、災
害拠点病院のヘリポート整備に対する財
政支援を行う。対する財政支援を行う。

・補助先：都道府県
・実施主体：救命救急センター
・箇所数：24か所（格納庫）

28か所（照明機器等）

が急務となることから、研修事業の
拡充を行う。
・委託先：企画競争予定

政支援を行う。
・補助先：都道府県
・実施主体：災害拠点病院
・箇所数：51か所（ヘリポート）



■ へき地患者輸送車（艇）運行支援事業 （１．５億円）

背景・課題

・近年、無医地区等の住民が減少傾向にあり、国庫補助事業として行われている「巡回診療」の利用者が減少し、巡回の回数
を減らす地区が見受けられる。

・さらに、巡回診療もなく医療機関までの公共交通手段もない地区が存在する。

事業概要

・無医地区等と近隣医療機関を巡回する「患者輸送車（艇）」の運行に対する財政支援（人件費、燃料費等）を行い、無医地
区等における医療提供体制の確保を図る。

事業概要

（補助先）都道府県 （補助率）1/2 （箇所数）１８５箇所 （実施主体）市町村、へき地医療拠点病院、へき地診療所 等

準無医地区
無 地無医地区 無医地区

へき地診療所 へき地医療拠点病院

実施主体

へき地診療所へき地医療拠点病院市町村・公的団体 事業協力病院・診療所

実施主体



■ 在宅医療の充実強化 ２３億円■ 在宅医療の充実強化 ２３億円

密

背景・課題

地域全体に在宅医療を普及するため、関係機関間の緊密な連携のための市町村を中心とした調整機能を強化しつつ、

誰もが安心して在宅生活を継続できるよう、医療必要度が高い者（急変時やがん患者の疼痛時等）やＮＩＣＵ退院後の小

児等にも対応できる連携体制を構築することが必要。

在宅療養支援病

在宅医療・介護連携に関するこれまでの対応

これまでの個々の取り組みか
ら、地域全体に面的に在宅医

市町村を中心とした

平成25年度における
取り組み

平成25年度に向けた課題

在宅療養支援病
院・在宅療養支援診
療所・訪問看護ス
テーション・医師会等
を拠点として、

・地域の医療・介護関
係者による協議の

療を普及させるためには、市
町村が中心となって、医師会
等関係機関間の緊密な連携
のための調整を行う必要が
ある。

市町村を中心とした
関係機関間の連携体

制の構築

市町村 在宅
療養者

係者による協議の
開催

・医療・介護関係機関
の連携促進

・在宅医療に関する
人材育成や普及啓
発 等の取り組み

病態急変時の
対応強化

・自宅、施設で療養されている患者が
急変した際に、患者・家族が救急車を
呼び、２次、３次救急等の医療必要度
に合わない医療機関に搬送されるこ
とが問題となっている

ある。
さらに

連携

地域包括支援

市町村

在宅医療
連携拠点 発 等 取り組み とが問題となっている。

・在宅療養を安心して継続するために
は、急変時の対応体制の充実が必要。

薬物療法提供

・薬の飲み残しが多く、適切な管理が
必要。

・在宅で抗がん剤治療等を行う患者を
在宅

療養者

訪問薬剤
指導介護サービス

地域包括支援
センター日常

生活圏域

薬物療法提供

体制を強化

・在宅で抗がん剤治療等を行う患者を
受け入れるため、関係職種の安全使
用への理解、情報共有等が必要。

・多様化する在宅療養患者に対応す
るため、薬局間の在庫融通等の体制
整備が必要。

療養者
介護サービス

事業所
訪問
診療

訪問
診療

介護サ ビス

一時
入院

薬局

小児等の在宅医療
提供体制強化

ＮＩＣＵ、ＧＣＵ等を効率的に運用する
観点からも、小児等が安心して在宅
で生活できるような医療・福祉の連携
体制が必要。また、家族等への不安
解消の取り組みも必要。

診療所 訪問看護
ステーション

入院

病院・有床
診療所



【背景】

【24年度要求額 ：１８０４百万円 】在宅医療連携拠点事業（平成24年度まで）

平成２３年度 １０カ所

＜参考＞

【背景】

○ 国民の６０％以上が自宅での療養を望んでいる。

○ 特に都市部において急速な高齢化が進展しており、死亡者数は、2040年にかけて今よりも約40万人増加。

【在宅医療・介護における課題】

平成２３年度 １０カ所
平成２４年度 １０５カ所

○ 在宅医療を推進するには、関係する機関が連携し、医療と介護のサービスが包括的かつ継続的に提供されることが

重要。しかし、これまで、医療側から働きかけての連携の取り組みが十分に行われてきたとはいえない。

【事業の概要】

○ 在宅医療を提供する機関等を連携拠点として 多職種協働による在宅医療の支援体制を構築し 医療と

在宅医療連携拠点

○ 在宅医療を提供する機関等を連携拠点として、多職種協働による在宅医療の支援体制を構築し、医療と
介護が連携した地域における包括的かつ継続的な在宅医療の提供を目指す。

地域包括支援センター

（在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所・訪問看護ステー
ション・医師会等）

連携拠点に配置されたケアマネジャーの資
格を持つ看護師等と医療ソーシャルワー
カーが地域の医療・介護を横断的にサポー
トする とで 病気をもちながらも住み慣れ情報共有 連携

複合型サービス
事業所等

医療と介護の協働

人材 育成 普及啓発

看護、介護サービス

トすることで、病気をもちながらも住み慣れ
た地域で自分らしく過ごすことが可能となる。

【具体的な活動】
・地域の医療・介護関係者による協議の開催
・医療・介護関係機関の連携促進

情報共有・連携

情報共有・連携

情報共有・連携

人材の育成・普及啓発

・在宅医療に関する人材育成や普及啓発

退院支援のサポート

２４時間連携体制、チーム医療提供

情報共有・連携
地域の診療所（有床・無床）、薬局、

訪問看護ステーション、等
保健所

病院（急性期、亜急性期、回復期）



■その他関連施策

○看護補助者の活用【新規】

看護職員と看護補助者の業務分担を進め、看護補助者を活用することにより、看護職員
の負担軽減に資するとともに雇用の質の向上を図るため、都道府県が看護管理者（看護
部長、看護師長など）向けに実施する看護補助者の活用も含めた看護サービス管理能力
の向上のための研修の実施に必要な経費について財政支援を行う。（医療提供体制推進
事業費補助金（220 億円）の内数）

○歯科診療情報の活用【新規】 ２１百万円

歯科医療機関が電子カルテで保有する身元確認に資する歯科診療情報の標準化とその
活用の在り方に関する検討を行うとともに、その内容をモデル事業を通じて実証する。

厚労省25年度概算要求「主要事項から抜粋」

○保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）普及・啓発事業【新規】 ２７百万円
インターネットを介して診療情報のやり取りを行う場合のなりすましや改ざんといったリス
クを回避するため、保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）を普及・啓発するために必要
な経費について財政支援を行う。

○医療情報連携・保全基盤の整備（復興） ９．５億円（９．５億円）

医療機関の主要な診療データを、平時から標準的な形式で外部保存しバックアップする
ことにより、災害時にも過去の診療情報を参照できる手段を確保し、継続した医療の提供
を可能とするとともに、平常時には連携医療機関相互でデータの閲覧を可能とし、質の高
い地域医療連携に活用できる医療情報連携・保全基盤を整備する。



文部科学省関連













お知らせ



「四国地域ヘルスケアサービスセミナーin高知」
～医療介護周辺サービスの可能性を考える～

１．日 時：平成２４年１２月６日（木） １５：００～１７：００
２．場 所：コンフォートホテル高知駅前 ３階「土佐の間」 高知県高知市北本町2丁目2-12

３．参加費：無料
４．参加者： 医療機関（医療従事者、医療機関経営者等）、介護事業者、医療介護周辺サービス事業者、

自治体、地域系金融機関、他 （定員６０人）
５．プログラム（予定）
（１）開会
（２）医療介護周辺サービスとは

15：00～15：20 医療介護周辺サービスの考え方とその支援の取組み（経済産業省ヘルスケア産業課）
15：20～15：25 四国における医療介護周辺サービス育成にむけた取組み（四国経済産業局）

（３）医療介護周辺サービスに係る事例紹介
15：25～15：55 「いきいき生活支援」事業の取り組み－２年間の実証実験を行って－

（愛知県厚生農業協同組合連合会足助病院様）
15：55～16：25 リハビリキッチンを中心とした活動のご紹介と今後の展望（仮）

（ＮＰＯ法人「食と健康を学ぶ会」様）
（４）医療・健康情報の活用と情報連携の取り組み

16：25～16：40 健幸支援情報基盤とその活用事例（株式会社ＳＴＮｅｔ 様）
（５）質疑応答

16：40～17：00 質疑応答
（６）閉会
６． 今後の予定
平成２５年２月１４日（木）場所：松山市内
平成２５年３月 ７日（木）場所：徳島市内
平成２５年３月 ８日（金）場所：高松市内
注：計画中につき変更される場合がございますので、後日送付予定の正式決定したプログラムをご確認いただくか、四国経済産業局担当者へご確認ください。
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